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 はじめに 

毎年多くの土砂災害が発生する日本では、土砂災害を

対象とした防災訓練が多くの地域で実施されている。土

砂災害防止対策基本指針（最終変更：令和 3 年 8 月 31 日

国土交通省告示第 1194 号）においては、市町村地域防災

計画に定めるべき警戒避難体制に関し指針となるべき事

項の一つとして、土砂災害に係る避難訓練の実施を挙げ

ており、土砂災害に係る避難訓練を毎年 1 回以上実施す

ることが基本としている。さらに大規模土砂災害を対象

とした防災訓練についても、大規模土砂災害危機管理計

画（国土交通省河川局砂防部、2008）に記載のあるとお

り、年 1 回以上定期的に行い、必要な改善事項を抽出す

るとともに、訓練参加者との大規模土砂災害危機管理に

係るリスクコミュニケーションを図るよう努めることと

されており、国の各直轄砂防事務所等で多く実施されて

いる。これら土砂災害を対象とした訓練は、その効果測

定（例えば、河合ら、2019・千葉ら、2022）や訓練方法

の改善（例えば、原ら、2024）等、研究が進められてき

た。 
日本以外の多くの国においても土砂災害は発生して

おり、日本で実施されている訓練手法は、こうした国で

の防災体制の改善や防災対応能力の向上のために有用だ

と考えられる。また諸外国でも効果の高い手法を把握す

ることで、それらを日本の訓練に反映し、より効果の高

い訓練を行うことが見込まれる。 
このため本研究では、日本で多くの経験が蓄積されて

いる、土砂災害を想定した災害能力向上及び関係機関の

連携を主目的とした防災訓練手法について、モンゴル危

機管理庁（モンゴル国の防災活動を担う機関であり、本

部のほか首都ウランバートル及び各地域に地方機関を有

する。災害緊急対応のほか、消防や防災リスクの管理、

防災教育などを担う部署からなる：以下、NEMA）での

試行を通じ、海外での適用性を検討するとともに、その

結果を踏まえ、日本での訓練方法の改善を図ることを目

的とした。 
 
 研究方法 

今回、モンゴルの地形・社会条件や防災行政システム

について十分に調査を実施する時間がなかったことから、

日本において実施された訓練資料を一部修正し用いるこ

ととした。このため、訓練前には、訓練参加者に対する

講習を行い、土砂災害や日本の防災情報や防災制度、訓

練対象地域の地形・社会条件を理解する時間を設けた。 

訓練概要を以下に示す。また訓練状況を図1に、訓練

資料例を図2に示す。 

・ 訓練参加者：NEMA の本部、地方支部の職員約30名 

・ 対象とする災害：大型台風に伴う豪雨によって発生

した土砂災害 

・ 開催日時：2025 年 7月 8日 

・ 開催時間：講習の時間を含めて約1日 

・ 訓練方式：進行者が気象や災害の発生状況等をスラ

イドを用いて説明後、その状況に応じた災害対応を

質問する。その質問に対し、参加者は班ごとに意見

交換した上、回答を発表する方式。 

・ 班編成：NEMA の本部と地方支部の職員が各班に入る

ようにし、5班構成した。 

・ 訓練シナリオ：3 つの場面（ステージ 1：台風によ

る豪雨予想時、ステージ2：土砂災害が多数発生し

たことを覚知した直後、ステージ3：大規模な土砂

災害の発生状況を把握した直後）を想定し、それぞ

れの場面で、気象情報や発災状況を設定した。 

訓練後にアンケート調査を行い、訓練の効果に寄与し

たと考えられる要素を考察した。 

 
図 1 訓練状況（左：班別検討、右：発表状況） 

  
図 2 訓練資料例（左：発災箇所、右：発災位置） 

 アンケート調査結果 

 訓練参加者 20 名から回答を得た。うち 6 名は災害対

応や災害の経験がないほか、参加者の8割が過去に複数

回の防災訓練の経験を持つ。 

（１）災害状況の想像 
 全体でみると半数が、「とてもよく災害状況をイメージ

できた」と回答し、「イメージできた」と回答した4割と

あわせ、9割がイメージできている。 

 ステージ別にみると、台風による豪雨が予想された状

況のステージ1で「よくイメージできた」参加者が半数
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以下となったものの「イメージできた」参加者を含めれ

ば95％がイメージできたと回答した。 

（２）災害状況を想像することに役立った資料等 
 参加者の 55％が地図と回答し、進行者による説明と回

答したのが40％、その他、災害発生箇所の位置や被害想

定、他の参加者との議論が概ね50％前後となった。 

（３）災害対応の検討にあたって考慮したシナリオ 
 個々の箇所の土砂流出状況 75％、広域的な被災状況

70％に続き、降雨予測・個々の箇所の被災状況が各50％、

発災時刻（早朝、夜間など）が40%となった。 

（４）実際に対象箇所で起こりうる状況を想定した災害

シナリオの有用性 
 回答者の 85％が、災害を具体的にイメージした実際的

な訓練となったと感じており、さらに多少感じたと回答

した15％を加えれば、全員となった。 

（５）意見交換の実施 
 回答者の 85％（複数回答）が、同じ役割の他の参加者

との議論することが有効であると回答した。これは自分

自身で対応を考えることや他の役割の参加者の意見を聞

くことが約 30％であったのと比較して高い割合である。 

（６）他機関の実施する災害対応に関する理解 
 参加者の 60％（複数回答）が、他の役割を有する機関

との協力や情報共有の必要性を認めている。 

（７）参加者が過去に経験した訓練との相違点 
 実際の地形条件に応じて作成されたシナリオや、本部

と支部が混ざった班構成などが挙げられていた。 

（８）その他（自由回答から得られた感想等） 
 他国の専門家が関与した訓練を希望する声があったほ

か、日本の防災計画や法制度にも関心がもたれた。また

モンゴルでは発生が少ない土砂災害分野について知るこ

とができた点も評価されていた。 

 

 考察 

 今回、モンゴルでは発生しない台風を原因とする土砂

災害を想定したが、ほとんどの参加者より、災害状況を

イメージできたとの回答を得た。これに大きく役立った

と考えられる資料等は、地図であり、今回、標高を 3Ｄ

表示した地形図、さらにそれらに航空写真を重ねた図面、

対象地域の避難場所や想定危険区域を示したハザードマ

ップを提示したが、これらが知らない土地の地形を想定

するのに有効だったと考えられる。またこれらの地図は、

班ごとの意見交換でも活用されており、対象となる避難

範囲などを想定しより具体的な災害対応を検討できたと

推定される。 

また今回用いた、降雨など災害誘因の時間的な変化に

応じ、現実の場所やそこで起こりうる土砂移動現象や被

害を具体的に設定した災害シナリオについて、多くが実

際的な訓練になったと感じていることから、大きな役割

を果たした可能性がある。ただし災害対応の検討にあた

っては、具体的な個々の箇所の土砂流出状況が考慮され

ていた一方、対応の制約条件となりうる発災時刻や今後

の雨の状況は、あまり考慮されておらず、それらが実際

の災害対応行動に影響しうることについて認識してもら

う必要がある。 

 訓練方式として、今回、班ごとに意見交換する機会を

設けた。同じ役割の参加者同士での議論が有効であると

の回答割合は高く、特に災害対応経験の少ない職員にと

っては、有意義な議論になったと考えられる。また半数

以上は、他機関との協力や情報共有の必要性を認めてお

り、災害シナリオ上で、例えば学校の被災などを含めた

ことが、福祉・教育などの他部門との協力の必要性が伝

わったものと考えられる。 

 なお過去に経験した訓練との相違点からは、現実味の

ある災害シナリオ、他機関との意見交換が特徴として捉

えられていた。また今回はモンゴルでは発生頻度の低い

土砂災害を対象とした訓練であったが、経験する機会が

少ないからこそ、訓練する意義を感じた参加者もおり、

訓練の目的に応じた災害現象の想定が必要と感じられた。 
 

 まとめ 

 今回は、日本で用いられている土砂災害訓練方法を用

い、より現実に近い災害対応を訓練するために有効な方

法を考察した。この結果、詳細な災害シナリオの作成や

視覚的な情報提供に加え、参加者間の意見交換なども寄

与していることが伺えた。効果の度合等は、各国の防災

に関係する組織や制度等に応じても異なると想定される

ものの、今回の NEMA における適用事例からは、概ね

高い効果が得られていたと考えられ、日本の訓練方法が

多くの国で活用できる可能性を示すことができた。 
今後より効果の高い訓練を実施するためには、各国

の防災担当者とともに、各国の実情に応じた災害現象や

災害シナリオ等を作成する必要があると考えられる。今

後も防災訓練の有効性を高める方法について研究を進め

たい。 
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